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新型コロナワクチン職域接種を
出向者も対象とし、実施せよ！！

組合：感染者や濃厚接触者と認定された場合、「就業制限」の取り扱いで良い

か。

会社：感染者の場合は私傷病休暇となる。濃厚接触者の場合は年休や保存休暇

となる。しかし、本人が出勤するとの通告した場合は、会社が本人に対し

て「就業制限」をかけることとなる。

組合：東京と関西での職域接種は23日以降、開始となるのか。

会社：23日以降、順次実施する。

組合：数量は各々何名分を考えているのか。

会社：各2,000名分を考えている。

組合：駅・乗務員・指令の接客部門が優先となるのか。

会社：まず、接客部門を優先する考えである。

組合：では、車両所・保線所・電気所等の現業社員はいつ頃となるのか。

会社：今時点では、接客部門を優先としか言えない。

組合：自治体でのワクチン接種が進んでいる状況なので、出向者も職域接種の

対象とし、職域接種を実施せよ。

会社：出向者を対象とする考えは現時点考えていない。

組合：出向者も社員である。人材開発室を通じて接種希望の有無を確認して、

出向者も職域接種の対象とせよと、強く要求する。

会社：本社の社員も対象外である。

組合：出向者も社員である。会社の責任で出している。

組合：協力会社社員についてはどのように考えているのか。
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202１年度労働協約改訂及び労働条件改善第１回団体交渉
本部は８月17日、2021年度労働協約改訂及び労働条件改善に向け、第１回団体交

渉を開催しました。ＪＲ東海労の要求主旨、会社の交渉に臨む基本姿勢を明らかに

した後、新型コロナワクチンの職域接種についての、若干の議論を行いました。

組合要求主旨、会社の基本姿勢は以下の通りです。第２回団体交渉は８月23日13

時00分から行います。
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会社：まず、本体の接種を優先する。

組合：同じ建屋で働いているので、協力会社に状況を聞け。

会社：協力会社も考えていると思う。決して軽視はしていない。

組合：会社はとにかく早急に、全社員が接種を完了するために努力せよ。

ＪＲ東海労働組合2021年度労働協約改訂及び労働条件改善要求要旨

会社は７月３０日、令和４年３月期第１四半期（４～６月期）決算を発表した。

連結営業収益は前年と比べ増加したものの、依然として低水準であるとし、純損益

は昨年同期比で改善したとはいえ、２８４億円の赤字となった。

この四半期決算を受け、令和３年度の業績予想を前回予想から下方修正し、純利

益を１５０億円とした。

その原因は、新型コロナウイルス感染症による旅客需要の大幅な落ち込みとされ

ている。しかし、社員は感染リスクのある中で、安全・安定輸送を担い、日々働い

ている。このような社員に報いるためにも、山積した職場問題の解決に会社は努力

しなければならないと考える。

併せて、少子化の進展をはじめとした社会関係の変化、高齢者雇用をめぐる社会

状況の変化に会社として対応し、そこに働く社員の生活基盤を盤石なものとしなけ

ればならないし、社員の意欲・働き甲斐を感じられるものでなければならない。従

って、賃金はもとより、福利厚生面も充実させ、誰もが６５歳まで働きがいやモチ

ベーションの高揚を図れるよう、会社は更に原資を増加して「人への投資」をこの

コロナ禍だからこそ、改善・整備するべき時と考える。

一方、リニア中央新幹線について会社は、新たに品川～名古屋間の建設費用１．

５兆円の建設費増額を発表した。当初の計画では長期債務が４．９兆円を超えない

のが前提であったものが６兆円になった。また、沿線住民の意見を無視し、静岡県

に対しても建設スケジュールありきの対応に終始している。加えて、川勝静岡県知

事四選に見られるように、県民はＪＲ東海に対して、大きな不信感を抱く状況とな

っている。

テレワーク・リモート会議などの拡大により、東海道新幹線の利用旅客が大幅に

減り、今後、リニア中央新幹線建設を強行した場合、経営破綻は目に見えている。

即刻、リニア中央新幹線建設は中止すべきである。

以上の主旨を踏まえ、ＪＲ東海労は２０２１年度労働協約改訂及び労働条件改善

に関する大幅な改善等を実現するよう強く要求するので、誠意ある回答をすること。

以 上
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